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1 2010 年 10 月 6 日に韓国は EU と FTA 協定を締結し、これに伴って韓国の法律サービス市場は
段階的に開放されるが、これに対してイギリスの大型ローファームが韓国内への進出を急いで













































































出所：Philip Kotler、Kevin Lane Keller(月谷真紀訳)『Marketing Management(第 12 版)』
2. マーケティングとは
マーケティングの定義については様々な見解が存在するが、本研究では Philip Kotler、






























































































































































『日本経済新聞』2010 年 10 月 18 日と「日本企業のグローバル案件を担う法律事務所」『日経
































年 3 月 31 日現在で 2 万 5,000 人を突破し 25,323 人である。会員の種類による人口は、正会
員 25,041 人、外国特別会員 267 人、準会員 4 人、沖縄特別会員 11 人である(弁護士数の推
移は、表 2-1 を参照)。
表 2-1 弁護士数の推移
年度 正会員数 年度 正会員数
1950 5,827 1985 12,604
1955 5,899 1990 13,800
1960 6,321 1995 15,108
1965 7,082 2000 17,126
1970 8,478 2005 21,185














また、2010 年 10 月 10 日まで司法試験合格者が順次に増加し、同年 3,000 人となった後
は 3,000 人を維持すること、過去の統計から、司法修習を終了した者の数と、弁護士会の新
規登録者(司法修習生、元判事、元検事、その他)の数の割合が 100 対 95 であること、そし
て 43 年前に司法修習を終了した者と同数が、43 年後に法曹でなくなり(死亡、引退)、その
うちの 95％が弁護士であることなどを仮定してシミュレーションしてみた結果、2015 年に
41,355 人、2023 年に 60,407 人、2040 年には 100,445 人になることが分かる(表 2-2 参照)。
表 2-2 弁護士人口の将来予測(シミュレーション)
出所：日弁連、弁護士白書(2008 年)、筆者加工。
(2) 弁護士 1 人あたりの国民数－諸外国との比較
日本は、弁護士 1 人あたりの国民数が、2008 年現在で 5,098 人である。この数値は韓国
とほぼ同じであるが、先進 4 カ国(アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス)に比べると相当
に高い水準である。即ち、アメリカは 281 人、イギリス 463 人、ドイツ 560 人、フランス
1,363 人であるから、日本が高いと思われる(図 2－1 参照)。しかし、日本の弁護士数に隣接
法律専門職(弁理士、税理士、司法書士、行政書士)の人口を含めた形で、改めて弁護士 1 人
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増加していることが分かる。2008 年 4 月時点において、登録数は 267 人である10。
(2) 規制の緩和 1.(外弁法の改正)
これまでの外弁法は、外国弁護士が弁護士を雇用することを禁止する{改正前の外弁法（以
下「旧外弁法」という）第 49 条第 1 項}とともに、外国弁護士と弁護士又は弁護士法人との
共同事業及び収益配分を原則として禁止し(旧外弁法第 49 条第 2 項)、例外として、一定の
要件のもとに特定共同事業(外国弁護士が、5 年以上の職務経験のある特定の我が国の弁護
士を相手方とする場合に限り、組合契約その他の契約により、一定の範囲の法律事務を行




し(2005 年 4 月 1 日施行)、外国弁護士による弁護士の雇用禁止および共同事業および収益分
配の禁止等の事前規制は撤廃することとした。その代わりに弁護士を雇用しようとする外
国弁護士、又は共同事業を営もうとする外国弁護士に対し、日弁連に対する届出義務を課
し(改正外弁法第 49 条の 3)、さらに雇用形態又は共同事業等を利用した外国弁護士の権限逸
脱行為を抑制する措置として、外国弁護士および被雇用弁護士にたいして行為規制を課す
こととした(改正外弁法第 49 条・第 49 条の 3)。
(3) 規制の緩和 2.(弁護士法等の改正)





京：41 人、大阪：9 人、愛知県：4 人、横浜：2 人、静岡県、福井県、沖縄、秋田：各 1 人で、
東京に偏っていることが分かる。また、原資格国別内訳を見ると、アメリカ ：157 人、 イギ
リス ：43 人 、中国 :24 人、オーストラリア ：12 人、 ドイツ :7 人、 フランス ：6 人、カ
ナダ ：6 人、香港 ：3 人、 ニュージーランド ：2 人、オランダ :2 人、パラグアイ、スペイ






第 2 節 韓国の法律サービス市場
1．弁護士人口
大韓弁護士協会(以下、「大韓弁協」という)は、1949 年 11 月 7 日に制定された弁護士法に
基づいて 1950 年 8 月 29 日に設立された法人である。
表 2-3 大韓弁護士協会の会員現況(2010.年 9 月 30 日現在)
地方
弁護士会
弁護士 法務法人 法務法人(有限) 公証認可合同 共同法律事務所
個人
会員




ソウル 7,378 1,231 8,609 298 2,207 1,401 8 296 416 31 152 58 505
京畿北部 217 14 231 13 68 1 0 0 0 0 0 16 34
仁川 316 17 333 27 159 12 0 0 0 1 3 5 12
京畿中央 533 34 567 46 257 45 0 0 0 1 3 4 7
江原 83 11 94 2 10 0 0 0 0 1 4 0 0
忠北 86 17 103 9 51 5 0 0 0 0 0 2 3
大田 300 29 329 12 59 3 0 0 0 1 3 13 38
大邱 352 25 377 16 89 7 0 0 0 6 20 5 10
釜山 382 42 424 19 132 26 0 0 0 7 21 1 2
蔚山 104 4 108 7 40 0 0 0 0 0 0 0 0
慶南 157 24 181 9 47 3 0 0 0 0 0 1 2
光州 237 28 265 11 67 3 0 0 0 6 18 6 13
全北 120 17 137 4 22 1 0 0 0 2 10 0 0
済州 35 7 42 1 5 0 0 0 0 1 3 1 2
合計 10,300 1,500 11,800 474 3,213 1,507 8 296 416 57 237 112 628
出所：大韓弁協のホームページ(www.koreanbar.or.kr)
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大韓弁協の設立当時の会員数は、まだ確認されていないが、1980 年に 940 人程度であっ
たが、その後 1995 年以降飛躍的に増加し、2010 年 9 月 30 日現在で 1 万人を突破して 10,300
に到っている(表 2-1、表 2-2 各参照)。会員の種類は、団体会員(地方弁護士会)、法人会員(法
務法人・法務法人(有限)・法務組合および公証認可合同法律事務所)、個人会員、外国会員
の 4 種類があるが(大韓弁協会則第 7 条)、外国会員は皆無である。また、準会員は、会員の
資格を持っているが、開業届出を出していない者と会員になってから休業届けを出した者
をいう。
表 2-4 からも分かるように、ソウルに事務所を構えている会員が全体の 71.6％を占めてお
り、ソウルに偏重している。そして、法務法人に所属している会員数が、4,720 人で全体の
45.8％を占めているのも韓国弁護士業界の特徴と言えるだろう。
2. 弁護士 1 人当たりの国民数
表 2-4 1980 年度以降の弁護士数の推移 (2009.1.1.現在)
年度 弁護士数 年度 弁護士数
1980 940 1995 2,852
1981 1,013 1996 3,078
1982 1,058 1997 3,188
1983 1,098 1998 3,364
1984 1,166 1999 3,521
1985 1,179 2000 3,887
1986 1,320 2001 4,228
1987 1,414 2002 4,618
1988 1,521 2003 5,073
1989 1,666 2004 5,586
1990 1,803 2005 6,300
1991 1,983 2006 6,997
1992 2,258 2007 7,602
1993 2,450 2008 8,143
1994 2,685 2009 8,877
出所：大韓弁協からの資料
表 2-5 年度別韓国人口推移 (2008．7.1．現在、単位 1,000 人)
年度 総人口 年度 総人口
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1980 38,124 1995 45,093
1981 38,724 1996 45,525
1982 39,326 1997 45,954
1983 39,910 1998 46,287
1984 40,406 1999 46,617
1985 40,806 2000 47,008
1986 41,214 2001 47,357
1987 41,622 2002 47,622
1988 42,031 2003 47,859
1989 42,449 2004 48,039
1990 42,869 2005 48,138
1991 43,296 2006 48,297
1992 43,748 2007 48,456
1993 44,195 2008 48,607
1994 44,642 2009 49,773
出所：韓国国土海洋部刊行、国土海洋統計年鑑(2009)、筆者加工
但し、2009 年度の人口は、ホームページ(http://www.doopedia.co.kr/index.do)から
表 2-4，2-5，2-6 によると、韓国弁護士一人あたり国民数は、1980 年には 40,557 人であ
ったが、2009 年には約 5,600 人であり、日本とほぼ同じ水準になっている。しかしながら、
韓国と日本の経済規模の差異を考慮してみると、韓国の司法研修院終了以降の就職は非常
に厳しいものと思われる。







1 32 32 7 7 - 8 4 6
2 49 49 15 4 - 7 19 4
3 81 80 26 4 - 31 15 4
4 79 79 26 13 - 18 18 4
5 59 59 14 10 1 14 18 2
6 58 58 11 5 - 19 20 3
7 58 58 10 9 2 23 11 3
8 58 58 13 7 3 21 10 4
9 74 72 13 12 3 27 13 4
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10 98 98 34 10 5 33 16 -
11 112 112 31 15 8 33 22 3
12 150 149 46 21 10 44 26 2
13 273 267 55 60 53 46 40 13
14 311 310 46 55 106 34 20 49
15 301 299 34 44 97 47 35 42
16 307 302 42 34 99 43 35 49
17 309 307 34 26 94 45 39 69
18 297 293 34 34 88 46 34 57
19 305 300 40 33 101 36 40 50
20 304 301 44 36 108 47 33 33
21 300 295 37 54 82 40 36 46
22 297 303 42 37 96 61 41 26
23 289 291 45 38 88 55 36 29
24 293 291 56 48 40 39 29 79
25 284 285 59 43 58 74 32 19
26 292 289 85 43 80 52 17 12
27 315 315 76 61 85 52 15 26
28 496 486 74 73 207 72 21 39
29 592 590 100 86 265 64 39 36
30 694 678 109 89 327 58 37 58
31 717 712 114 89 373 50 24 62
32 800 798 109 82 437 59 25 86
33 976 966 113 77 630 146(公 60)
34 972 957 96 85 629 147(公 55)
35 887 895 91 90 506 170(公 75)
36 998 975 89 88 618 180(公 73)
37 977 974 95 76 306 192(公 92)
38 971 980 92 88 612 188(公 65)
39 1,001 978 89 93 456 186(公 74)
計 15,466 15,341 2,146 1,779 6,673 4,246
＊ 軍法務官欄の判事・検事・弁護士等の数字は、軍服務後の進出状況である。
＊ (公)とは、公益法務官をいう。
＊ 39 期終了者のうち、弁護士等の数字は 2010.2.28．基準である。
出所：韓国司法研修院ホームページ(http://jrti.scourt.go.kr/main/main.asp)
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表 2-7 をみると、韓国の場合、法務官数の半分程度が任官すると予想すると、約 1,000 人
の修了者のうち、約 300 人程度が判事・検事になり、約 700 人程度が弁護士等になるのが分
かる。しかし、問題はこの 700 人余りのうち、弁護士事務所に就職できず、公共機関、一般
企業に就職する弁護士が増えつつあることである。例えば、36 期(2007 年)の場合、公共機
関に就職した人が 74 人、一般企業に就職した人が 46 人に達しているが、今後このような現
状はもっと深刻になると予想される11。
第 3 節 日韓法律サービス市場の今後
1. 内部的な環境の変化
















2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
企業内弁護士 110人 122人 165人 187人 267人 354人





















1,266 2007.5.8. 11 0.87％
60期 現 2007.9.5. 1,247 2007.11.11. 9 0.72％ 1.33％
新 2007.12.20 853 2008.2.6. 19 2.23％
61期 現 2008.9.3. 538 2008.10.1. 10 1.86％ 3.15％








特に、韓国は外国との FTA 締結件数が多く、FTA が締結された国家とは法律サービス













数は、経済産業省統計で 1 万 6,732 社に達している14。規模面でも、アメリカ経済紙フォー
チュンの世界 500 社にトヨタの 10 位を筆頭に日本企業が 68 社ランクされている。特に、東
京に本社を置く企業は 51 社に達し、その数は、ニューヨークやロンドンを上回り、最多で
ある。他方、日本への対内直接投資は、2008 年で約 246 億米ドル15であり、経産省の調査







このような事情は、韓国の場合も同様である。韓国の場合も対外直接投資額は 2009 年 1,


























第 4 節 法律事務所 H の現状－日本事務所を中心に 
1. 法律事務所 H の沿革及びビジョン
韓国にはビッグ 5 と呼ばれる大手事務所があるが、法律事務所 H はその一つである。法
律事務所 H は、近々実現される韓国の法律サービス市場の開放という新しい環境に積極的
に対応し、大型化・専門化を通じて、国内外の顧客に、より多様で質の高い法的サービスを








その後、2006 年 3 月に他の中小ローファームである法務法人金・伸・柳(キム・シン・ユ)
を吸収合併した。金・伸・柳は、韓国では最も歴史の古い法務法人として知的財産権分野に
定評のある法人であった。 金・伸・柳との統合と同時に 21 世紀の知識・情報化社会が求め
る知的財産権の分野において、今後予想される需要の増加に対応するため、特許法人和友を
新たに設立して、現在、弁護士 220 名(アメリカ 16 名、中国 2 名、ロシア 1 名、ウズベキス






切に対応していくために、また「韓国に拠点を置いた World-Class law firm」を実現するため
に、各ローファームが統合して誕生した法律事務所である。この「韓国に拠点を置いた

























所又は主たる事務所若しくは本店を有する者であるものをいう(2 条 11 項)。.
Ｃ. 外国法共同事業
外国弁護士は日本弁護士又は弁護士法人と外国法共同事業が出来る(2 条 15 号、49 条の 2

































法律事務所 H の日本事務所は 2007 年 4 月に設立したが、日弁連に外国弁護士の登録がさ
れたのは 2007 年 11 月 21 日であるから、正式に活動し始めたのは 2007 年 12 月からである。
19 日本顧客とは日本の法人、個人、在日コリアン、在日の外国企業を含む。
29
その時から 2009 年 12 月までの業務内容をみると次のとおりである。
Ａ．2008 年度
① 処理案件
－ 案件数：34 件(日本顧客：30 件、韓国顧客：4 件)
－ 案件の内容：
訴訟業務：7 件(民事 4 件、家事・相続 2 件、刑事 1 件)
諮問業務：27 件(民事 14 件、企業法務(Ｍ＆Ａ含む) 9 件、知財 4 件)
－ 受任経緯(紹介者)：知人 18 件(約 52%) / 日本弁護士 13 件(約 38%)
ホームページ 2 件 / ソウル事務所 1 件
② 広報活動：日本にはじめて事務所を設立したことから、当事務所の存在を知らし
めることが最も優先的な業務であり、様々な広報活動に傾注した。このために、






－ 案件数：55 件(日本顧客：51 件、韓国顧客：4 件)
－ 案件の内容：
訴訟業務：15 件(一般民事 7 件、家事・相続 2 件、刑事 6 件)
諮問業務：40 件(民事 16 件、企業法務(Ｍ＆Ａ含む) 9 件、知財 5 件、家事 4 件、
顧問関係 4 件、その他 2 件)
－ 受任経緯(紹介者)：知人 25 件(約 45.5%) / ホームページ 15 件(27.3％)
日本弁護士 6 件(約 10.9%)/ 大使館 4 件( 7.3％)/ 特許法人 3 件
(5.5％)/ ソウル事務所 2 件(3.6％)
② 広報活動： 未だ日本事務所の存在を知らせることが重要であると考え、2008 年と
同じく広報活動に傾注した。特記することは、M&A 専門雑誌である M&A Review

































イギリスの月刊法律業界誌 Legal Business は、世界的にグローバルファームとして定評の





















一般にマジックサークルとは、Allen&Overy、Clifford Chance、Freshfields Bruckhaus Deringer、
Linklaters 及び Slaughter and May のロンドンを本拠とする法律事務所を指す(Financial Times 20
August 2001 参照)。人によっては同じくロンドンを本拠とする Herbert Smith を加える場合もあ
る。
21
「Legal Services 2009」IFSL Research, February 2009,７頁





































































その同床異夢的な関係の脆弱さを揶揄して「Best friend, but just a friend」(親友といっても、し
ょせん友達にしか過ぎない)などと評されることもある。また Best Friends 路線の欠点として、
大手のインターナショナルネットワークへの系列化が進んでいる西欧各国(特にドイツ)では、
いまだ系列化されていない Best Friend そのものを見つけることの困難さが指摘されている。
26 “Playing safe”(Chris Johnson, Legal Business July/August 2009,71-71 頁)、72 頁参照。
27










































30 Baker & McKenzie(www.bakernet.com)や White & Case(www.whitecase.com)など。
31 Mayer Brown(www.mayerbrown.com)や DLA Piper(www.dlapiper.com)など。
32
なお、Mayer Brown は母国(アメリカ)外で執務する弁護士数が全体の 45 パーセントである。
前掲“Playing safe”、72 頁参照。
33 Best Friends 路線を採用する Slaughter and May 以外のマジックサークル、Allen & Overy、
























































である。M&A に特化し、ニューヨークにしかオフィスを持たない Wachtell, Lipton, Rosen &
Katz はもちろん、自前の海外拠点展開は極力避け、国外事務所と Best Friends 方式の提携で










































木南直樹、「欧米法律事務所のグローバル化と日本の弁護士」、『人権と正義』2009 年 10 月号、

















第 2 節 海外展開の法律事務所の現状
欧米の法律事務所に対する評価は、様々な角度から行われている。売上高、オフィスの
数、所属弁護士の数、弁護士 1 人当りの売上高、パートナー1 人当りの純収益、顧客の評価
など様々な角度から行われている。ここでは、売上高による世界 10 位の法律事務所とパー
トナー1 人当りの純収益(Profits Per Partner、以下、「PPP」という)について調べてみること
にする。
アメリカの法律情報会社 ALM Media Properties, LLC が提供するウェブサイト
(www.law.com)によると、下記のような法律事務所らが世界 10 位圏を形成している(2010













1 5 Baker & McKenzie International(U.S) 2,104 3,774 558,000
2 4 Skadden National(U.S) 2,100 1,946 1,130,000
3 3 Clifford Chance International(U.K) 1,874.5 2,586 725,000
4 1 Linklaters International(U.K) 1,852.5 2,167 860,000
5 7 Latham & Watkins National(U.S) 1,821 2,005 970,000
6 2 Freshfields International(U.K) 1,787 2,085 875,000
39
7 6 Allen & Overy International(U.K) 1,644.5 1,969 810,000
8 8 Jones Day National(U.S) 1,520 2,530 615,000
9 11 Kirkland & Ellis National(U.S) 1,428 1,405 1,010,000








表 3-1 にみられるように、表 3-2 ではロケーションがインターナショナルでない事務所に分
類された法律事務所(Skadden、Latham & Watkins、Jones Day など)の大部分が日本に進出し
て日本で外国法共同事業を営んでいることが分かる。このような面からみるとき、表 3-2 の
ロケーションによる分類はあまり大きな意味がないものと思われる。
同じウェブサイト(www.law.com)によると、下記のような法律事務所らが PPP 順位 10
位圏を形成している(2010 年 12 月 5 日検索)。
表 3-3 PPP 順位 10 位圏(2009 年)





1 Wachtell New York 4,300,000 86 $585,000,000
2 Quinn Emanuel Los Angeles 3,130,000 77 $419,000,000
3 Sullivan & Cromwell New York 2,965,000 167 $995,000,000
4 Cravath New York 2,715,000 92 $568,500,000
5 Paul,Weiss New York 2,690,000 116 $665,500,000
6 Kirkland & Ellis National(U.S.) 2,495,000 270 $1,428,000,000
7 Simpson Thacher New York 2,415,000 177 $870,500,000
8 Cadwalader New York 2,410,000 61 $456,500,000
8 Slaughter and May London 2,410,000 124 $628,500,000
10 Cleary Gottlieb International(U.S.) 2,385,000 192 $965,000,000
上記の表から分かるように、表 3-2 の売上の大きいグローバル法律事務所のうち、PPP 順






第 3 節 個別事務所の戦略
本節では、個別法律事務所の戦略を検討してみる。個別事務所ごとに戦略が異なるが、
すべての事務所を調査することはできないので、表 3-2 のように 2010 年売上高対比順位で

















た Russell Baker は 1925 年シカゴ大学ロースクールを卒業し、ロースクールの友人らと一緒
にBaker & Simpsonという彼の名前が入った最初のローファームをシカゴに開設し、その後、
1928 年に Corrine Rice をローファームに合流させて、ベーカ・アンド・マッケンジーが設立
された 1949 年まで Barker & Rice という名前のローファームを運営した。1948 年 Baker と




立するに至った。設立当時 4 人の弁護士と総収入 75,000 ドルに過ぎなかった。しかし、1956
年 ベーカ・アンド・マッケンジーはベネズエラで、初めてアメリカの外で法律サービスを

















答：当事務所は 1949 年アメリカシカゴで設立され、現在 3,770 人余りの弁護士が全世界 68
の事務所で活動中であり、売上げは 2009 年基準、USD2.1 billion 程度になります。
問 2：貴事務所の経営方針ないしビジョンはどのようなものであり、経営戦略については誰
がどのように決定しますか？









本事務所の経営戦略は、Global Executive Committee が全世界ベーカーの全般的な戦略
を決めて推進します。この Global Executive Committee が会社の取締役会に似た役割を
















ます。2010 年 10 月現在、弁護士 111 名、外国法事務弁護士 12 名、外国弁護士資格者













可能であるが、グローバルネットワークが強いので cross border 業務が多いです。例え































































クリフォードチャンスは、1987 年にロンドンのローファームである Coward Chance と
Clifford Turner が合併して誕生した。2000 年にクリフォードチャンスはドイツの Punder
Volhard Weber & Axter とアメリカニューヨークの Roger & Wells と国際的な三者合併を行っ
て、現在 20 ヶ国に 29 のオフィス、約 2,700 人余りの弁護士を保有している。
(2) インタビュー





問 1 : 貴事務所はいつ、どこで設立され、現在の規模(人員、売上げなど)はどのくらいです
か？
答 : 当事務所は 1987 年ロンドンで二つの法律事務所(Coward Chance と Clifford Turner)の合
併によって生まれ、現在約 2,700 人の弁護士が 20 ヶ国 29 ヶ所の事務所で活動中で、売










問 3 : 貴事務所が日本に進出したのはいつであり、日本事務所の規模はどのくらいですか？
答： 日本の外国法事務弁護士制度が導入された後である 1987 年に日本に進出した。当事
務所には、約 60 名の日本の弁護士と外国弁護士が所属し、うち日本の弁護士が約 3 分
の 2 を占めています。これは、国内の法律事務所として有数の規模であるとともに、
外国法共同事業を営む事務所として最大級の規模といえます。

























問 7 : 外国進出の際、最も念頭に置くことは何ですか？
答 : 国によって法律制度が異なるため、クリフォードチャンスは現地法律体系によって現
地化を進行します。したがって、無理に展開しないほうです。




































律事務所国際部問が統合して 2007 年 7 月 1 日に誕生した日本国内最大規模の法律事務所で








－1966 年 12 月：故西村利郎弁護士が、西村法律事務所(西村総合法律事務所の前身)を設立。
－1976 年 3 月：松嶋英機弁護士が、松嶋法律事務所(ときわ総合法律事務所の前身)を設立。
－1977 年 11 月：桝田江尻法律事務所(あさひ法律事務所の前身）設立。
－2004 年 1 月：企業法務、金融法務、国際法務などに豊富な実績を有する西村総合法律事
務所と事業再生・倒産法務で有数の実績を誇るときわ総合法律事務所が統合
し、西村ときわ法律事務所となる。
－2004 年 10 月：プロジェクトファイナンス、PFI などの分野で有数の実績を上げている弁
護士グループ(旧三井安田法律事務所)の移籍。
－2007 年 7 月：西村ときわ法律事務所とあさひ法律事務所(国際部問)が統合して西村あさひ
法律事務所となる。
(2) インタビュー















問 3 : 貴事務所の外国進出現況はどうですか？






問 4 : 貴事務所は、欧米事務所との提携とか、外国法事務の共同事業はしていますか。
答： 当事務所は欧米事務所とは提携していませんが、案件別に協力することにしています。
























問 9 : 韓国の法律サービス市場が開放されたら韓国に進出する意向はありますか？ある場
合にはどのような形態で進出しようと思いますか？
答： 韓国への進出はまだ考えたことがありません。
問 10 : 日本の法律サービス市場開放と関連して話したいことは何ですか？






























売上 2,104(百万 USD) 1,874.5(百万 USD) 未公開
弁護士数 3,774 2,586 484
ロケーション International(U.S) International(U.K) 日本(東京)
























































































































































































外展開ステップ第 1 段階にある法律事務所 H の日本事務所の立場から何をどうすべきであ
るかについて考察してみる。


























プローチは、顧客を 2 つの集団でみるのではなく、ロイヤリティの程度（図 4‐1）、さらに
は他の潜在顧客に対する影響力の程度（図 4‐2）によって細分化してとらえる。
図 4‐1 顧客のとらえ方の変化① 出所：永井猛、前掲書、347 頁。






















Butterworth-Heinemann Ltd., 1991, p.22 より。（満足度は低いが、他に選択肢が多くよくスイッチ傭 兵Heskett, J.L. et al., “The Service Profit Chain: How Leading Companies Link Profit and Growth to Loyalty,リレーション









































































































































































































































































企業(外国) 企業(国内) 個人(外国) 個人(国内)
国内案件
一般事案 ①③⑦⑧ ①③④⑦ ①③⑥⑦⑧ ①③⑤⑦⑨⑩ 
専門事案 ②③⑦⑧ ②③⑥⑧ ②③⑦⑧ ②③⑥⑧ 
グローバル案件
一般事案 ②③④⑦⑧ ②③④⑦⑧ ①③⑦⑧ ①③⑥⑧ 
専門事案 ②③⑥⑧ ②③⑦⑧ ②③⑦⑧ ②③⑥⑦⑧ 
















1． 法律事務所 H の現況















































































































































































































































































































シターの 22.3％が所属していた一方、全事務所の 46.3％を占める 1 人事務所に所属するソ
リシターは全ソリシターの 8.2％に過ぎなかった。また、1991-1992 年時点で、全事務所の 1％
に該当する大手事務所が全ソリシターの売上げの 41％を収めたのに対して、全事務所の
80％に該当する中小事務所は売上げの 25％を収めたにすぎず、また 1995 年に 1 人事務所の
7％が赤字経営であった。このような格差はその後にますます拡大し、2004 年には規模が
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